
様式第4号(第7条関係)

	　　　　　　　　　　住宅新築資金等貸付契約書
	収入印紙
	　


　都留市長(以下｢甲｣という。)と　　　　(以下「乙」という。)とは、住宅新築資金等の貸付けについて、次のとおり契約を締結する。

第1条　甲は、乙に対し、次の各号の約定により金　　　円也を貸し付け、乙はこれを借り受けるものとする。

　(1)用途　　　　　　　資金

　(2)利率　　年3.5パーセント

　(3)償還方法　　元利均等償還により　　　年　　月　　日を初回とし、以後　　　年　月　日まで毎月末金　　円づつ計　　回に分割して償還する。

　　　　　　　　　　ただし、最終回の償還金は金　　　円とする。

第2条　乙は、甲が次の各号の一に該当すると認めて、貸付金の全部又は一部の期限前償還の請求をしたときは、直ちにこれを償還しなければならない。

　(1)乙が借入金をこの契約書に記載した用途以外に使用したとき、又は借入後90日をすぎても当該新築・改修工事並びに宅地取得に着手しない場合

　(2)乙が借入金の償還を怠つたとき。

　(3)乙が甲に対して、虚偽の申請その他不正の手段により、この借入金の貸付けを受けたとき。

　(4)乙がこの借入金により取得し、又は効用の増加した財産を甲の承認を受けて処分したことにより収入があつたとき。

　(5)乙が正当な理由がなく、都留市住宅新築資金等貸付条例、同施行規則及びこの契約に基づく貸付条件に違反したとき。

第3条　乙は第１条の約定にかかわらず、期限前にこの借入金の全部又は一部を繰上げ償還することができる。

第4条　乙は、住宅の新築・改修又は宅地取得について、その内容仕様書等を変更する場合は、速やかに甲にその旨報告し、必要に応じて契約変更の手続をとらなければならない。

第5条　乙は住宅工事又は宅地取得が完了したときは、速やかに完了届を甲に提出しなければならない。

第6条　乙は、災害その他特別の事情により、定められた償還期限までに借入金を償還することが著しく困難になつた場合には、借入金の全部又は一部の償還の猶予又は減免の願い出をすることができる。この場合において、甲は願い出が相当と認められるときは、これを承認することができる。

第7条　乙は、この借入金により取得し、又は効用の増加した財産を甲の承認を受けないで償還の完了の日までは借入金の目的に反して使用し、譲渡し、貸与し、又は他の担保に供してはならない。

第8条　乙は、この借入金の担保として、貸付対象住宅又は貸付対象土地若しくはそれにかわるものの抵当権を設定するものとし、このことに関し甲と別途契約を締結するものとする。ただし、特別の事情のある場合において甲の承認を得たときは、この限りでない。

第9条　連帯保証人は、乙と連帯してこの契約から生ずる一切の債務を負担するものとする。

2　甲は連帯保証人の変更に関し、乙から申請があり適当と認めるときは、これを変更するものとする。

第10条　この契約の約定に疑義が生じた場合及びこの契約に定めのない事項については、都留市住宅新築資金等貸付条例及び同施行規則の定めるところによるほか甲・乙協議のうえ決定するものとする。

　この契約の締結を証するため、本書4通を作成し、甲・乙及び保証人が記名押印のうえ、各自その1通を保有するものとする。

　　　　　　　　年　　月　　日
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